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研究の概要 

１．民事法における期間規定がもたらす問題および妥当性の研究をしています。期間規定について言われるその目的が、現

実にはどのような役割を果たしているのか、どのような結果をもたらしているのかについても考察を行っております。その

際に、比較法の対象としてドイツ法を中心に取り上げております。 

 

２．法務省によるラオス人民民主共和国の家族法および家族関係の法制度調査に協力を行いました。これは、国際結婚等

が生じた場合に、相手国の情報が非常に重要になることから、その情報を得る必要があったからです。特に、アジアの法

情報は不足しています。そこから、現在ではアジアの家族法状況を調査し、各国の研究者とも連携を採っております。 

 

３．現在、上記の縁から、ラオス人民民主共和国の民法典作成支援にも協力しております。これは、日本が、アジア各国で行

っている、取引に関する法律を中心とした法整備支援の一つのプロジェクトになります。 
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１．権利行使に関する期間制限は特に、消滅時効と除斥期間の二つに区分される。これらの法定の期間を経過する

と、自己の権利の主張が法的に認められなくなる可能性がある。これに関して、例えば、科学技術の進歩により、

過去の状況などの証明も容易にできるようにもなり、単純に期間の経過によって事実状態の証明が困難となると

は言い難い状況が生まれてきている。このような、権利の消滅を認めることが不公平、不平等ではないかと思わ

れる事例に対して、このような状況について、どのような法的理由に基づいて、権利消滅を防ぐのかについて検

討の対象としている。それにより、今後の判例の予測ができ、かつ、判例に対する批判を行い、判例変更等を迫

る場合もありうる 

 

２．アジアの法状況の調査は、毎年、各国の大学・裁判所等に赴き、法律の確認、実務の調査、現地書面の取得等

を行っている。これにより、アジア各国の人との国際結婚・離婚等が生じた場合に、裁判において正確・適切な相

手国の法律を使うことができることが考えられる。 

 

３．ラオスの法整備支援は、ラオス司法省・検察庁・ラオス国立大学・裁判所と協力しつつ、その法案についてアドバ

イス等を行っている。日本だけに限らず、各国が法整備支援を行っている。支援国間の連携をとること、および、

政治的対立をいかに避けるのかが必要となる。日本の法的な考え方を、ラオスの法曹と共有することができる。 
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